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	◆肝炎肝がん対策の推進

（１）肝炎ウイルス検診の累積受診率の向上

○　肝炎ウイルス検診累積受診率や検診受診が必要となる方の把握に努め、累積受診率の増加を図ります。

また、肝炎ウイルス検診事業を評価し、効果的な対策を実現するため、定期的に、肝炎ウイルス検診受診者の性や年齢分布、受診歴等のモニタリング調査を行います。

（２）肝炎フォローアップ事業の充実

○　委託医療機関で実施する肝炎ウイルス検査事業における精密検査受診状況や治療状況を把握して改善に努め、要精密検査者のＨＣＶキャリアの精密検査受診率８０％をめざします。

（「厚生労働省　肝炎等克服緊急対策研究事業　肝がんの発生予防に資するＣ型肝炎検診の効率的な実施に関する研究班（Ｈ15）」の報告では、精密検査受診率60％のため、目標値80％と設定）。 

（３）肝炎ウイルス陽性者に対する標準治療の推進

○　肝炎フォローアップ事業を充実するとともに、引き続き、専門医療機関及び協力医療機関を指定・確保し、肝炎医療費助成制度の周知を図ることにより、肝炎ウイルス検査事業で要診療者となった者の標準治療の完遂率８０％をめざします

（「厚生労働省　肝炎等克服緊急対策研究事業　肝がんの発生予防に資するＣ型肝炎検診の効率的な実施に関する研究班（Ｈ15）」の報告では、検診発見キャリアの治療完遂率40％のため、目標値80％と設定）。


	＜肝炎ウィルス検診事業の紹介＞

・検診事業を紹介している府のHPにおいて、あらたに肝炎専門医療機関を医療圏別にリスト化して公表。

＜フォローアップ体制の実施＞

・肝炎フォローアップ事業実施指針を改正し、事業の円滑な実施を依頼。

＜府内医療機関実施肝炎検査における肝炎陽性に関するフォローアップの実施＞

　指針を変更し過去に遡り実施。

・平成25年度検査分

対象者56人（12月17日現在）

（B型23人、C型33人）

・平成23年度検査分

対象者244人

（B型118人、C型126人）

・平成24年度検査分

対象者189人

（B型105人、C型84人）

＜肝炎地域連絡調整会議の実施＞

・守口保健所において12月4日肝炎地域連絡調整会議を行い、最新治療の動向や域内の情報共有を行った。

＜専門医療機関・協力医療機関の現況報告の実施＞

・平成２１年度より２度実施していた現況報告について、平成25年度より毎年実施とした。

＜肝疾患診療連携拠点病院による専門医療機関向け研修の実施＞

・平成26年度からの実施に向け、肝疾患診療連携拠点病院と調整中。
	＜肝炎ウイルス検査実施状況＞

・市町村（政令市等含）における検査受診者数（人）

（平成23年度⇒平成24年度）

Ｂ型肝炎

Ｃ型肝炎

受診者数

31,308

⇒35,136

31,057

⇒35,214

一次検査陽性者

268

⇒270

166

⇒161

・保健所（保健所設置市実施分含）における検査受診者数（人）

（平成23年度⇒平成24年度）

Ｂ型肝炎

Ｃ型肝炎

受診者数

6,124

⇒

1,021

⇒

一次検査陽性者

３３

⇒

15

⇒

・委託医療機関（政令市実施分含）における検査受診者数（人）

（平成23年度⇒平成24年度）

Ｂ型肝炎

Ｃ型肝炎

受診者数

16,230

⇒12,495

16,230

⇒12,495

一次検査陽性者

118

⇒   106

126

⇒     84

＜普及活動実績＞

・府の14保健所による府民向け講演会

⇒延21回（平成20～23年度）

＜市町村における要精密検査者のフォローアップ状況＞

（精密検査受診率：平成21年度）

Ｃ型肝炎：113人（要精密検査者の32.5％）

Ｂ型肝炎：100人（要精密検査者の26.8％）

＜啓発活動実績＞

保健所実施検査での要精密検査者への紹介状交付による

専門医療機関への受診勧奨

・肝疾患診療連携拠点病院（府内５病院）による保健医療

専門職員向け研修会

⇒延20回（平成20～23年度）

＜肝疾患診療連携拠点病院の指定状況＞

医学部を有する大学の附属病院　5か所

＜医療機関の指定状況＞

・肝炎ウイルス無料検査協力医療機関
約3,600施設（平成24年8月現在）
・肝炎専門医療機関の指定状況

159施設（平成2６年２月現在）

・肝炎協力医療機関の指定状況

60８施設（平成2６年２月現在）
	・検査受診者の数値の検証については、Ｈ２５データが提示されてから検証予定。

・累積受診の対応

問診時に初回採血者かの確認

・要精検者年齢分布を算出するなどし、ハイリスク層を把握

・啓発媒体を活用するなど、府民への肝炎ウィルス検診事業の普及促進。

・平成19年度から平成22年度検査における要精密検査者への電話受診勧奨の実施。

・標準治療の推進を図るため、専門医療機関の実態調査を実施（治療状況、紹介状況等）

・肝炎専門医療機関に対して、最新治療法の動向を周知するため、研修会受講を義務化。
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